
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               和歌山県石油コンビナート等 

 

                                  防 災 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          和歌山県石油コンビナート等 

                          防 災 本 部 

 



                                           目     次 

 

第 １ 章  総   則 

  第 １ 節  目   的  1 
 

  第 ２ 節  計画の性格と基本方針  1 
 

  第 ３ 節  石油コンビナート等特別防災区域  1 
 

  第 ４ 節  用   語  2 
 

  第 ５ 節  計 画 等 の 修 正  2 
 

  第 ６ 節  特別防災区域の概要  3 
 

  第 ７ 節  防災関係機関等の実施責任及び処理すべき業務の大綱  7 
 

 

第 ２ 章  防 災 組 織 

  第 １ 節  和歌山県石油コンビナート等防災本部  11 
 

  第 ２ 節  石油コンビナート等現地防災本部  13 
 

  第 ３ 節  現地連絡室  18 
 

  第 ４ 節  防災関係機関の組織動員計画  18 
 

  第 ５ 節  自衛防災組織の活動基準  78 
 

  第 ６ 節  広域共同防災組織  79 
 

  第 ７ 節  応 援 協 力 体 制  79 
 

 

第 ３ 章  災 害 想 定 

  第 １ 節  火 災 想 定  80 
 

  第 ２ 節  爆 発 想 定  80 
 

  第 ３ 節  石油等流出想定  80 
 

  第 ４ 節  有毒ガスの漏えい想定  81 
 

  第 ５ 節  自然災害による二次災害の想定  81 
 

 

第 ４ 章  災 害 情 報 計 画 

  第 １ 節  通 報 計 画  99 
 

  第 ２ 節  災害情報の収集及び伝達計画  101 
 

  第 ３ 節  災 害 広 報 計 画  108 
 

 

第 ５ 章  災 害 予 防 計 画 

  第 １ 節  石油及び高圧ガス等災害予防計画  172 
 

  第 ２ 節  自然災害予防計画  173 
 

  第 ３ 節  航空機事故による災害防止  173 
 

  第 ４ 節  防災教育及び訓練計画  173 
 

  第 ５ 節  防災施設及び防災資機材の整備計画  174 
 

  第 ６ 節  通信設備整備強化計画  174 
 

  第 ７ 節  調 査 研 究  175 
 

 

第 ６ 章  災害応急対策計画 

  第 １ 節  陸上施設等火災応急対策計画  176 
 

  第 ２ 節  接岸・接標中のタンカー等の火災応急対策計画  177 
 

  第 ３ 節  有毒ガス漏えい応急対策計画  178 
 

  第 ４ 節  石油等流出防御応急対策計画  179 
 



  第 ５ 節  自然災害応急対策計画  181 
 

  第 ６ 節  救出応急対策計画  181 
 

  第 ７ 節  救急医療対策計画  182 
 

  第 ８ 節  避 難 誘 導 計 画  189 
 

  第 ９ 節  住民等に対する広報計画  201 
 

  第１０節  警戒区域の設定計画  202 
 

  第１１節  交通規制対策計画   202 
 

  第１２節  自衛隊災害派遣計画  202 
 

  第１３節 近畿地方整備局による災害対応応援  203 
 

  第１４節  防災資機材等の調達及び輸送計画  203 
 

 

第 ７ 章  災 害 復 旧 計 画 

  第 １ 節  災 害 原 因 調 査  205 
 

  第 ２ 節  改 善 計 画  205 
 

  第 ３ 節  公共施設の災害復旧計画  205 
 

 

 

第 ８ 章  南海トラフ地震に関する防災計画 

  第 １ 節 目   的  206 
 

 第 ２ 節 地震防災上整備すべき施設等に関する事項  206 
 

  第 ３ 節 地震防災応急対策  206 
 

  第 ４ 節 津波からの円滑な避難の確保に関する事項  206 
 

  第 ５ 節 南海トラフ地震臨時情報に伴う措置  207 
 

  第 ６ 節 防災教育及び訓練に関する事項  208 
 

 

 

 

資 料 編  209 
 

 









































 

 

 

 

 



 

 



 





   

 



 

 

 

 



 

























 



 



0737(83)3119 

 

ENEOS

073(402)5851 

110

073(423)0110 

   
 

 
 

 

 

 

0737 64 0110 

073(441)2263 
073(441)3300 

0737(83)1111 





２．動員方法 

警戒本部体制にあたっては、総務部長（本部長）の指示により、対策本部体制にあっては、市長（本部長）の指示により参集す

る。 

３．動員の伝達 

ア、勤務時間内 

防災対策課及び総務課職員が本庁においては庁内放送及び電話により、その他の施設へは電話又は伝令により伝達する。 

イ、勤務時間外 

緊急連絡網により、電話等により行うものとする。 

４．参集・配備状況の報告 

動員体制を配備した場合、職員の参集・配備の状況について各部課長は、総合調整班（防災対策課）へ速やかに報告する 

ものとする。 

５．動員における注意事項 

ア、動員体制以外に関係課の長の裁量により必要人員を配備につかせることができるものとする。  

イ、関係部課の長は、常に職員の非常招集に関する連絡体制を整えておくものとする。 

ウ、各職員は、配備体制及び自己の任務を十分に踏まえ、災害が発生するおそれのある場合、又は災害発生を察知したときは、

配備命令が発せられていない場合でも、速やかに参集すること。 

エ、配備命令を受けた職員は、最短時間で参集し、配備につくこと。なお、交通網が途絶した場合は、徒歩等により可能な限り

参集すること。 

６．職員の相互応援 

各課における災害応急対策等の実施において職員が不足する場合は、所属部内で余裕のある課から応援を受けるものとし、なお 

不足する場合は、総合調整班に職員の応援を要請するものとする。 

 

第３項 災害対策本部の組織編 
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  ・救急病院の状況把握に関すること。 

・その他必要な事項 

 

情報収集班 

 

予 防 課 員 

 

・災害に関する情報の収集及び活動記録に関すること。 

・危険物施設の災害状況の把握に関すること。 

・災害警戒対策に関すること。 

・報道機関の対応（報道要請・発表）に関すること。 

・各班からの要請に基づく応援に関すること。 

・その他必要な事項 

 

連絡調整班 

 

消防総務課員 ・消防職団員の参集状況の把握に関すること。 

・応援要請の伝達と受け入れ等に関すること。 

・応援隊の誘導及び誘導員配置に関すること。 

・市災害対策本部との連絡調整に関すること。 

・食料品等，必要な資機材の調達及び配分に関すること。 

・局が所管する施設の被害調査と応急対策に関すること。 

・局内の連絡調整に関すること。 

・他の班に属しない事項 
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別表（第１６条、第１７条関係） 

消防部隊の通常編成 

【消防局の消防隊】 

 

 

【消防署の消防隊】 

中消防署 

 

 

 

 

 

                                （ 省 略 ） 

 

 

 

※中特殊消火隊を編成する各小隊の名称は、運用する車両の種類に応じて呼称する。 

東消防署 

 

 

 

 

 

                                 （ 省 略 ） 

 

 

 

北消防署 

 

 

 

 

 

                                 （ 省 略 ） 

 

 

 

 

※この表において、警防第１班及び救急救助第１班を第１班、警防第２班及び救急救助第２班を

第２班とする。 

東中隊（第１班） 

監 察 隊（臨時） 消防潜水隊（臨時） 無線通信隊（臨時） 
 

中中隊（第１班）  

中大隊 

中中隊（第２班）  

東中隊（第２班）   

東大隊 

東
指
揮
調
査
隊  

北中隊（第１班））   北中隊（第２班）   

北大隊 

中
特
殊
消
火
隊  

小 

隊 

小

隊 

河
南
小
隊 

四
箇
郷
小
隊 

東
警
防
小
隊 

岡
崎
小
隊 

東
救
急
小
隊 

岡
崎
救
助
小
隊  

   

中
救
助
小
隊 

宮
前
小
隊 

南
警
防
小
隊 

中
救
急
小
隊 

宮
前
救
急
小
隊  

南
救
急
小
隊 

   

北
救
急
小
隊 

加
太
小
隊 

鳴
滝
小
隊 

日
勤
救
急
小
隊 
  

紀
伊
救
急
小
隊  

 

北
指
揮
調
査
隊  

紀
伊
警
防
小
隊  

北
小
隊 

中
指
揮
調
査
隊  
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129046
テキストボックス
（２）消防署
           消防署長（以下「署長」という。）は、非常災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、次により消防隊を編成する。

  （ア）部隊編成
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防災組織構成員の任務分担表 

 は電話 は防災無線 

主 任 務 と 行 動 内 容 装 備 等 
（防災本部長） 

 １．防災組織の統括と指令 

 ２．防災本部の設置（移動） 

 ３．緊急措置及び防災対策の承認と指揮 

 ４．防災活動の指揮権委譲（所轄消防長到着時） 

 ５．指揮権者に対する進言と受令 

 ６．製造所運営に対する統括 

７．総務隊の掌握と業務指示 

 ８．社内外対策の効果的な実施 

 ９．各隊班に対する指令事項の協議と指令 

１０．統一見解等、社外公表文の決定 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 101

（基地局） 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽｽﾃｨｼﾞ-わかやま 201 

 iPad Pro 

防災本部と総務隊各班共用 

 （外線） ２台 

 （内線） ３台 

（総務隊長） 

１．本社連絡（報告文作成を含む）･対官庁関係･外部情報収集 

２．災害情報の収集管理及び官庁・マスコミ・近隣各社等との渉外 

３．場内警戒（含む正門管理） 

４．防災部隊との連携、プラントの状況把握、技術援助 

尚、防災本部長不在時は、代行する。(副防災管理者から法定選任届出順)  

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 303 

外線内線共用 

 

（注） 外線電話 

有消専用   0737-85-1429 

             （内線 51429） 

 （防災センター内） 

情報記録班 83-1162 

 （防災センター内） 

技術調査班 82-2894 

 （宿直室） 

（技術調査班） 

技術調査……「情報記録班」への初期応援 

 １．「防災技術班」とのホットラインにより、相互指示等直接連携による調査活動 

  の推進 

 ２．災害状況の的確把握 

 ３．被災装置等の各種資料等の準備、提示 

 ４．統一見解とりまとめへの参画 

 ５．事故原因分析と対策とりまとめへの参画 

 ６．災害処理終了みこみ（事態収拾）のための調査 

 

出荷調整……「警戒班」への初期応援 

 １．災害規模・範囲の拡大防止対策の検討 

 ２．関連プラント処置対策と運転継続・停止の検討 

 ３．水・蒸気・電力等供給状況の把握と対策 

 ４．生産・出荷調整対策 

 ５．被災プラント異常処置後の対策 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 306 

PHS 9305/9306 

宿直室外線（0737-82-2894） 

 で「防災技術班」の携帯電話 

 （090-328-31779）または直

課長の携帯電話(090-3169- 

7884)とたえず通話状態にし

ておく。 

iPad mini 

 

 

 職場電話を活用 

（情報記録班） 

 １．「現場伝令班」とのホットラインにより 

   災害場所、規模、防災状況の経過記録 

   防災隊活動の経過記録 

 ２．総務隊各班の活動経過記録 

 ３．総務隊各班（班長・副班長不在時）の伝令 

防災センター外線（0737- 

 83-1162）で「現場伝令班」  

 の携帯電話(090-328-31778） 

 とたえず通話状態にしてお

く。 

 iPad mini 

（総務広報班）……「官庁渉外班」と相互応援、「警備誘導班」への初期応援 

 １．対外対処（「官庁渉外班」との連携による） 

 ２．県、市、町関係等への連絡 

 ３．第２次以降の地域広報（放送、広報車） 

 ４．地域広報と近隣住民対応 

 ５．報道関係者への対応 

 ６．漁協との連絡調整（海上流出油時） 

 ７．外部電話、来客の応対 

 ８．製造所内への広報 
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主 任 務 と 行 動 内 容 装 備 等 
 ９．通報・連絡先リストの準備 

１０．呼出出勤者の把握（出社者確認表への記入指導と集計） 

１１．乗り物、雨具等の確保 

１２．非常用食糧及び必需品の確保(一覧については、添付資料－１,－２参照) 

１３．非常呼集業務の援助 

１４．従業員家族への安否報告 

（救護担当） 

１．負傷者の応急手当 

２．外部救急隊との協力 

３．負傷者状況の報告 

４．薬品、その他必需品の補充 

 

 

 

 

 

 

（救護担当） 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 215 

・ガス漏洩時はガス検知器持参 

 

（官庁渉外班）……「総務広報班」と相互応援 

 １．異常現象の状況把握（未通報の場合は、発見から 30分以内に通報判断） 

 ２．関係官庁への連絡・説明・対応 

２－１．消防技術説明者（直課長）から発災状況を確認のうえ「夜間･休日の防

災対策要領 様式２災害発生時の最先着消防隊への情報提供シート」を作成

し、最先着消防隊へ情報提供シートを提出・説明する。 

 ３．統一見解とりまとめへの参画と本社（環境安全部安全管理グループ、危機管理

部危機管理グループ、広報部広報グループ）への報告(衛星電話,MCA 無線使用を含

む) 

 ４．事故原因分析と対策とりまとめへの参画 

 ５．関係官庁折衝（現場案内等） 

５－１．消防当局等の関係官庁各位を現地の防災隊に案内し、防災隊長との調整

を図る。また、消防当局の代表者を防災本部に案内し情報を共有する。 

５－２．消防当局等の関係官庁から関係各位にヒアリングされた内容について、

現地の防災隊を通じて防災本部に報告する。 

 ６．装置プロット図、レイアウト等の準備 

 ７．通報、連絡先リストの準備及び防災本部への通報結果の報告 

８．産業衛生に係る支援 

８－１．ＳＤＳに基づき漏洩物が人体に与える影響や適切な保護具を防災本部を

通じて現地の防災隊に速やかに連絡する。 

８－２．硫化水素漏洩の場合、製造所構外の硫化水素濃度の監視をする。 

 

内線外線共用 

PHS 9300/9301 

 

（警備誘導班） 

 １．人、車両の入出門管理（警備すべき門の決定） 

 ２．外部応援車両誘導と水利指示、及び補助と伝令 

 ３．外部応援車両に対する災害状況の説明 

 ４．地域防災隊（初島、港分団）の補助 

 ５．警察・官庁関係者を防災センター内指定部屋に案内 

 ６．報道・地域関係者を本事務所オープン応接に案内 

 ７．現地誘導用保護具及び消火栓図の準備 

 ８．外部応援隊の到着、活動状況報告 

 ９．外部消防と防災隊長間の伝令 

１０．外部消防の誘導道路、誘導方法の確認 

１１．警察到着までに、自主的な道路遮断が必要な場合の措置 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 304 

PHS 9302/9303/9304 

・現地誘導用保護具 

  （防火服、ゴム長） 

・消火栓図 

 

 

 

 

（防災隊長） 

 １．防災隊の掌握と業務指示 

 ２．発災箇所、規模、物体、圧力等の確認 

 ３．消火活動の指揮命令 

 ４．現地指揮権の委譲（消防関係到着時点） 

 ５．指揮権者に対する進言と受令 

 ６．避難要否の決定（警戒区域の設定） 

 ７．統一見解、復旧対策、製造所運営に関する協議と進言 

８．装置の運転続行又は停止の検討（含関連プラント） 

９．「防災技術班」「隊長付」「消防班」との調整により 

    消火方法の選定 

   避難要否、警戒区域の検討 

１０．防災隊各班活動の検討と予備班の活用指示 
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「現場伝令班」と「防災技術 

 班」との携帯電話を共用 

 

（注） 携帯電話 

現場伝令班 090-328-31778 

防災技術班 090-328-31779 

 iPad Pro 
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主 任 務 と 行 動 内 容 装 備 等 
（防災隊副隊長） 

１． 防災隊長の補佐と報告 

２． 防災隊長不在時の代行 
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（防災隊長付） 

 １．防災隊初期体制の確立 

 ２．現地本部の設置と隊長用具の確保 

 ３．防災隊長、副隊長業務の補佐と特命事項の処理 
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（安全担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ） 

・資材車より旗、ハンドマイ 

 ク、隊長衣、ヘルメット、図 

面，机、携帯電話（３基） 

を下ろす。 

 

（防災技術班）……「現場伝令班」「機器保全班」への初期応援 

 １．防災戦術資料のとりまとめと協議への参画 

   防消火戦術（防災戦術シートの活用） 

   関連プラントを含め装置運転継続又は停止の要否 

   避難要否、警戒区域の検討 

   負傷者救出方法、予備応援の要否    

 ２．防火資機材（消火薬剤等）の在庫把握と使用の検討 

 ３．「技術調査班」とのホットラインにより、相互指示等直接連携による調査活動 

   の推進 

４．事故の箇所、規模、内容物、圧力、量、有害・有毒物質の有無等の的確把握 

５．初動調査を行い、事故の原因の解明に必要な証拠を記録等により保全 

６．原因調査と分析 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 204 

PHS 9307/9308/9309/9310 

iPad mini 

 

 携帯電話（090-328-31779） 

 で「技術調査班」（0737-82- 

 2894）とたえず通話状態に

しておく。 

 

  

（現場伝令班） 

１．防災隊各班から防災隊長への報告事項の記録（記録保管/時間経過記録等） 

２．「情報記録班」とのホットラインによる総務隊との現場状況伝達 

※情報か指示の明確化 

   (1) 1 項での記録の情報伝達 

(2) 視認可能範囲での防災活動状況伝達 ※消防到着/退所,消火活動開始等 

(3) 総務隊から防災隊長への報告・確認事項の記録と伝達 
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 携帯電話（090-328-31778） 

 で「情報記録班」（0737-83- 

 1162）とたえず通話状態に

しておく。 

 iPad mini 

PC(記録共有用) / ﾙｰﾀｰ 

（プラント班） 

 １．初期消火等緊急措置 

 ２．運転維持又は停止（継続，ＥＳＤ対策） 

 ３．防災隊長に報告受令   防災隊長への第１報の報告は、表-4(1)、(2)による。 

 ４．負傷者の確認、救急処置 

 ５．退避、避難の指令、具申 

（流出油処理担当）……「資材応援班」への協力会社員・資機材の応援派遣 

 １．事故状況に応じ拡散防止、漏油対策の実施 

 ２．回収作業に必要な人、機材の確保と配置 

 ３．流出油回収作業及び運搬 

 ４．警戒区域の設定 

 ５．回収油量の算定 

 海上流出油時 

   オイルフェンス展張船、作業船、油回収船による防消火と回収作業 

 流出油の規模により和歌山県排出油防除協議会への協力要請 

陸上流出油時 

   セパレーターの油回収処理 
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(製油 G) 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 208 

(製油 G) 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 209 

(製油 G) 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 210 

(東ｵﾌｻｲﾄ) 

 

（流出油処理担当） 
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217 

 

 

・油回収船 

・油防除回収資機材 

 

・スロップローリー 

（警戒班） 

 １．警戒区域設定の受令 

 ２．災害現場付近の警戒と二次災害の予防 

   拒馬、トラロープによる警戒区域の明示 

   立哨、誘導、迂回路案内 

   ガス漏洩度の検知と結果の報告 
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 ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 212 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 213 

PHS 9311/9312 

資材車にトラロープ、ガス検知

器、プラント配置保護具あり 
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主 任 務 と 行 動 内 容 装 備 等 
（消防班） 

 １．初期活動 

  (1) 発見者又は火災報知器よりの受信 

  (2) 所轄消防署に通報 

  (3) 非常呼集（構内一斉放送） 

  (4) 第１次地域広報 

  (5) 用水加圧、固定泡消火設備の駆動と連絡 

   (6) 消防車、資材車等の出動 

  (7) 現地本部明示 

  (8) 現場における防消火活動（消火用水利の設定） 

  (9) 外部応援部隊との協力 

 ２．消防班プラント員 

   構内非常放送と同時に災害現場に出動し防消火活動と特命事項の遂行 

防消火活動として消防車設置の補助作業を行う。 
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 直通電話 

 

 

 

 

 

 有消－１０５，１０６ 

 消防班 

  きもと１３ 

 消防保安 T ｼﾌﾄﾁｰﾌ 

きもと７ 

 消防保安 T 

  きもと９ 

 消防保安ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ 

  きもと８ 

（資材応援班）……「プラント班（流出油処理担当）」への協力会社員・資機材の応

援派遣 

 １．緊急消防資機材（流出油回収資機材）の調達、運搬 

 ２．泡原液搬送車の運行 

 ３．必要資機材の把握、調達手配、受入、保管、庫出作業 

 ４．消防車/資材車等への燃料油の補給 

 ５．運搬、荷役車両の確保 

 ６．道路状況（警戒線）の把握 

 ７．応援要員の配備 

 ８．各種応援作業（含む防消火活動）の実行 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 216 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ--わかやま 216 

PHS 9313/9314/9315/9316/9317 

・トラック TOA…１台 

      石垣工業 …１台 

・フォーク TOA…1 台 

      石原組…１台 

 

（防災保全班） 

 １．協力会社への応援要請と出勤者の掌握（出勤者は自社事務所で待機） 

 ２．協力会社呼出し名簿の整理を要請 

 ３．防災活動に必要な保全工事の実行 

 ４．以下の機器につき対応する。 

 【１】．電路グループ 

   通信、無線、電路、照明等の確保 

   漏電、感電防止対策 

   仮設電源の供給と電路調査 

   清海水切替え作業の応援 

 【２】．消火ポンプグループ 

   消火用ポンプ（清水、海水）運転管理 

   清海水送水圧の維持と異常時対策 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 218 

ｼﾞｪｲｴｯｸｽﾃｨｼﾞ-わかやま 305 

PHS 9318/9319 

・資機材及び車両 

 

 きもと１０ 
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        第４節  有毒ガスの漏えい想定 

  有毒ガスが漏洩した場合、まず中毒等の被害が予想される。現在、大気汚染関係から拡散の状態等が試算されているが、有毒

ガスのすべてがこの算式によることはできず、風速、風向等の気象条件により大きく左右されることから、過去の事例をもとに

考慮すべき点を想定してみるものとする。 

  有毒ガスのうち、大気に拡散しにくいものが漏洩した場合を想定すると、ガスは地面に沿って風向に忠実に流れる。このため

地表面は、その濃度が高くなり中毒、農作物の被害が予想される。 

  この種の災害は、まず危険区域を把握し、行動可能な範囲を設定する必要がある。 

  防御活動は、発生源を早期に閉止することにあるので、必要な装備、中和剤の必要量を考慮するとともに、ガスの拡散状態、

中毒等に対する応急措置及び必要な応急薬剤の確保が必要と考えられる。 

 

        第５節  自然災害による二次災害の想定 

  異常な自然現象の発生は、現代の科学では正確な予知が困難であり、その予防対策に重点をおかざるをえないこととなる。 

  もし、異常な自然現象が発生した場合、前第１節から第４節の複合した二次災害が予想されるが、特に大規模な地震が発生し

た場合は、大量の危険物、高圧ガス等の貯蔵、製造施設において災害が同時多発的に発生するものと考えられるため、災害発生

当初における情報収集体制の整備、防御体制の確立が最も重要である。 

  また、特定事業所においては、あらかじめ災害を想定し、各施設ごとに地盤の振動特性、施設の耐震性等を考慮し、地震等の

広域災害に対処するものとする。 

 特に、大規模地震時に発生する液状化やスロッシングによりタンク等から危険物の漏洩が見込まれる。 

 津波による屋外貯蔵タンクの被害形態は、津波浸水深、タンクの自重、タンクの内径、貯蔵危険物の重量等の状況により異な

ることから、それぞれの状況を踏まえ具体的な被害予測を行った上で、屋外タンク貯蔵所の津波対策に関する事項について予防

規程に定める必要がある。この被害予測の実施に当たっては、消防庁ホームページにおいて提供されている屋外貯蔵タンクの津

波被害シミュレーションツールを活用するものである。 

  なお、平成１８年３月及び平成２６年１０月に公表した和歌山県地震被害想定（抜粋）は８２ページから８３ページのとおり

である。 

 また、平成２５年３月に作成された東海・東南海・南海３連動地震及び南海トラフ巨大地震による津波浸水想定図（抜粋）は、

８７ページ～９８ページのとおりである（平成 25 年３月作成の資料であり、令和６年４月時点とは施設の名称等異なる場合が

ある）。県ホームページ（https://wwww.pref.wakayama.lg.jp/prefg/011400/index04.html#sinnsuiyosoku2）に掲載している。 
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1 100% - -
2 70% 30% -
3 35% 40% 25%
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(2) コンビナート被害の様相 
 以下には、コンビナート被害の可能性について、定性的に評価して整理した。 
  
ア 生活への影響・被害様相 

和歌山県内には、10 箇所の大規模なコンビナートが存在し、全ての施設が津波浸水区域内に

立地している。うち 8 箇所は石油コンビナートであり、火災や石油等の流出が発生する。 
関西電力(株)御坊発電所は大津波を被るため、大量の石油が周囲に流出し、海上火災が発生

する可能性がある。 
なお、揺れ、液状化に対しては、大規模コンビナートのタンクは耐震対策等が行われている

ため、被害は少ないものと考えられる。 
 
【地震発生直後】 
・ タンクや配管等の損壊に伴い、火災や石油流出等が発生する。 
・ 長周期振動により、石油タンクの原油等が振動するスロッシングが生じ、浮き屋根の破損

や火災等の被害が発生する。 
・ 大規模な石油タンク等は概ね耐震対策等が完了しており、既知の地震動による石油等流出

の危険性は低い。 
・ 石油タンクが火災を起こした場合、工場内まで延焼が広がる危険性は低い。 
・ 毒性ガスや可燃性ガスが大量に漏えいした場合は、周辺に影響が及ぶ可能性がある。 
・ 延焼が広がり、他の施設等に広がった場合は、さらに被害が拡大する。 

 
【地震発生 1 日後～】 
・ 被害が一部の場合は、他のタンク利用などの代替措置により、早い段階からの機能復旧が

期待できる。 
・ 津波の被害が大きい場合は、事業再開に相当な時間を要する。 

 
【地震発生 1 ヶ月後～】 
・ 被害が広範囲に広がる場合は、点検・修復、機器の復旧に時間を要する。 
 

イ 主な防災・減災対策 
・ 施設の耐震化、津波対策を推進する。 
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管
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警
察
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1
1
1
1
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0
1
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0
0
4
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3
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0
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1
0

有
田
湯
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7
3
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(
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4
)
0
1
1
0

日
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県
支
部

御
坊
0
7
3
8
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2
3
)
0
1
1
0

0
7
3
(
4
2
2
)
7
1
4
1

和
歌
山
海
上
保
安
部

海
南
海
上
保
安
署

0
7
3
(
4
0
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)
5
8
5
1

0
7
3
(
4
9
2
)
4
9
9
9

田
辺
海
上
保
安
部

0
7
3
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(
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4
)
4
9
9
9
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象
す
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(
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1
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容
に
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て
行
う
通
報

海
0
7
3
(
4
8
2
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0
1
1
9

特
定
事
業
所

有
0
7
3
7
(
8
3
)
3
1
1
9

応
援
要
請
の
た
め
に
行
う
連
絡

御
0
7
3
8
(
2
2
)
0
8
0
0

下
津
消
防
署
0
7
3
(
4
9
2
)
0
1
1
9

御
坊
市
消
防
本
部
が
行
う
通
報
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〈津波情報の種類 〉 
津波情報の種類 発 表 内 容 

津波到達予想時刻・予想

される津波の高さに関す

る情報 

 各津波予報区の津波の到達予想時刻※や予想される津波の高さ（発表内容は津波警報・注意

報の種類の表に記載）を発表します。 

※この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く津波が到達する時刻 

です。場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくることもあります。 

各地の満潮時刻・津波到

達予想時刻に関する情報 
 主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表します。 

津波観測に関する情報 

*１ 
 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表します。 

沖合の津波観測に関する

情報 *２ 

 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定される沿岸での津波の到達時

刻や高さを津波予報区単位で発表します。 

津波に関するその他の情

報 
 津波に関するその他必要な事項を発表 

 
*１ 沿岸で観測された津波の最大波の発表内容 

警報・注意報の発表状況 観測された津波の高さ 内       容 

大津波警報を発表中 
１ｍ超 数値で発表 

１ｍ以下 「観測中」と発表 

津波警報を発表中 
０．２ｍ以上 数値で発表 

０．２ｍ未満 「観測中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 数値で発表（津波の高さがごく小さい場合は「微弱」と表現。） 

 

*２ 沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値※３）の発表内容 

警報・注意報の発表状況 
沿岸で推定される津

波の高さ 
内  容 

大津波警報を発表中 
３ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

３ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を「推定中」と発表 

津波警報を発表中 
１ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

１ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を「推定中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

 
 沿岸からの距離が 100km を超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付けが難しいため、沿岸での推定値は発表し 

ません。また、最大波の観測値については数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝えます。  

 

津波観測点（令和 6 年 4月 1日現在） 

津波観測点名称 所  在  地 

ナ

那
チ

智
カツ

勝
ウラ

浦
チヨウ

町
ウラ

浦
ガミ

神 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町浦神港 

クシ

串
モト

本
チヨウ

町
フクロ

袋
コウ

港 和歌山県東牟婁郡串本町袋港 

シラ

白
ハマ

浜
チヨウ

町
カタ

堅
タ

田 和歌山県西牟婁郡白浜町堅田漁港 

ゴ

御
ボウ

坊
シ

市
ハラ

祓
イ

井
ド

戸 和歌山県御坊市名田町野島祓井戸漁港 

ワ

和
カ

歌
ヤマ

山 和歌山県和歌山市和歌山港 
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をとり、災害の再発防止を図るものとする。 

  (2) 災害活動の検討評価 

 防災本部は各機関の応急措置完了後、防災活動を実施した防災関係機関等からの応急措置実施報告書をとりまとめ、その

結果を防災関係機関等に送付するとともに、必要に応じ検討会等を開催し、防災関係機関等の防災活動の緊密な連携が図れ

るよう努めるものとする。 

  (3) 災害発生事業所の改善措置の実施 

 災害原因の究明が行われ、防災関係機関から設備の改善命令等が行われた場合、直ちに施設の改善、保安体制の強化、防

災資機材等の整備を図るものとする。 

 

    第２節 自然災害予防計画 

１ 特定事業者は、風水害、地震、津波、高潮その他異常な自然現象が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、気

象・地象及び海象情報の収集に努め、事業所内の警戒体制を強めるものとする。 

 また、これらの自然現象による火災、爆発、石油等の漏洩等の二次的災害の発生及び拡大を防止するため、防災規程、設備

基準等の見直しを図り、必要に応じて危険個所の増強、操業の停止等安全確保措置を講じるものとする。 

 なお、屋外タンク貯蔵所を所有する特定事業所の津波対策については、下記によるものとする（平成 26 年 2 月 12 日付け消

第 1638 号和歌山県総務部危機管理局消防保安課長通知）。 

 (1) 屋外貯蔵タンク元弁の閉止体制の構築 

     津波により配管が破損した場合に、タンクからの危険物流出を防止するため、次の対策を講ずること。 

① 使用時以外はタンク元弁を閉止すること。 

      ただし、配管とタンクとの結合部分の直近に、予備動力源が確保され地震発生時に作動する緊急遮断弁の設置や、タン 

ク内の危険物が配管に逆流することを防止する逆支弁の設置など、タンク内の危険物が配管破損部分から流出するおそれ 

がない措置を講じている場合は、使用時以外のタンク元弁の閉止は要しないものとする。 

② 予防規程や作業マニュアル等に、使用時以外のタンク元弁を閉止する体制、従業員への教育及び定期的な訓練について 

規定すること。      

 (2) 地震に伴う津波発生時の対応 

   津波発生時は、従業員等の迅速な避難を最優先とすること。 

   また、津波が到達する時間及び従業員等の避難を考慮した上で、施設の緊急停止を含めた屋外貯蔵タンクの元弁閉止に努 

めること。 

 

２  防災関係機関は、特別防災区域に係る風水害、地震、津波、その他の異常な自然現象による災害を予防するため、港湾区域

内の海岸保全施設の整備に努めるとともに、耐震強化岸壁の整備を推進するものとする。 

 また、陸海空の輸送ルートを確保するため、臨時ヘリポート、緊急物資の基地等災害応急対策の活動拠点の整備に努めるも

のとする。 

 

    第３節 航空機事故による災害防止 

１  県及び市町村は、航空機の墜落等による事故から特別防災区域に係る災害を防止するため、必要に応じて、関西空港事務所

に対して運行の監督又は行政指導の強化を要請するものとする。 

２  防災関係機関及び特定事業者は、特別防災区域又は付近上空において、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第８１条（最

低安全高度）、第８３条（衝突予防等）、第８５条（粗暴な操縦の禁止）、第８９条（物件の投下）等に違反して飛行中の航

空機を発見した場合は、直ちに電話等により進入、旋回、退出方向、推定高度、その他参考事項を関西空港事務所に通報して、

災害の未然防止を図るものとする。 

 

    第４節 防災教育及び訓練計画 

１ 防 災 教 育 

 防災関係機関及び特定事業者は、機関職員及び事業所職員に対し、特別防災区域に係る災害発生の未然防止と拡大防止に対

応する責務を正しく認識させるとともに、人格の向上、学術技能の修得、規律の保持、協同精神のかん養を図り、能率的に職

務を遂行し得るよう努めるものとする。 

 (1) 特定事業所における教育訓練 

 ア  特定事業者は、単独又は共同して計画的に従業員等に対する教育訓練を実施するものとする。なお、教育訓練の実施に

 当たっては、次に掲げる事項に留意し、実施するものとする。 

     (ｱ) 経験年数等を考慮し、段階的に実施すること。 

     (ｲ) 協力会社に対する教育を徹底すること。 

     (ｳ) 適正操作のための技術教育を実施すること。 

     (ｴ) 過去の事故原因等を内容とした実務的な教育を実施すること。 

     (ｵ) 実施効果を評価し、実効ある教育訓練を実施すること。 

 イ  特定事業者は、防災関係機関が行う教育訓練に参加し、知識及び技術の向上を図るものとする。 
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５  防災関係機関のとるべき措置 

  (1) 市 

    ア 防災関係機関への協力要請 

    イ 隣接市に対する応援要請 

    ウ 防災資機材の調達搬入 

    エ 周辺住民に対する広報活動 

    オ 危険区域内の住民に対する避難の勧告及び指示 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (2) 消 防 本 部 

    ア 危険区域の設定 

    イ 防御活動 

    ウ 人命救助及び救急搬送 

    エ 消防団、自衛防災組織及び共同防災組織に対する指示 

    オ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (3) 県  警  察 

    ア 緊急車両等の通行の確保 

    イ 危険区域内への立入禁止等 

    ウ 被災者の救助 

    エ 避難の指示及び誘導 

    オ 災害現場周辺の警備並びに広報活動 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (4) その他防災関係機関 

      その他の防災関係機関は、この計画の定めるところにより、防災本部と連絡を密にして応急対策の実施に当たるものとす 

  る。 

 

    第２節 接岸・接標中のタンカー等の火災応急対策計画 

  タンカー等の火災の防御及び拡大を防止するための応急対策について定めるものとする。 

１  実 施 機 関 

  (1) 防御活動は、消防本部、海上保安部（署）、自衛防災組織が一体となって行うものとする。 

  (2) 火災の規模により更に消防力を必要とする場合は、特別防災区域内の特定事業者は、協定に基づきその保有する消防隊を 

  出動させ応援に当たるとともに、当該市長は、必要に応じ隣接市に対し応援を要請するものとする。 

２  防御活動の分担 

  (1) タンカー等の消火活動は、「海上保安機関と消防機関との業務協定の締結に関する覚書」に基づき、相互に緊密な連絡の 

 もとに円滑な消火活動を実施するものとする。 

      なお、自衛防災組織の行う防御活動に対する指示は、陸上にあっては消防長、海上にあっては海上保安部(署)長が行うも 

 のとする。 

  (2) 消防長及び海上保安部(署)長は、それぞれ相互に連絡を密にし、消防力を適正配置して防御活動を行うものとする。 

  (3) その他の応援隊の分担については、陸上施設の火災応急対策に準じて行うものとする。 

３  消防活動の基本 

  (1) 陸上からの消火活動の基本は、陸上施設の消火活動の基本に準じて行うものとする。 

  (2) 海上からの消火活動の基本は、次のとおりとする。 

    ア 海上保安部(署)長は、巡視船艇を現場に出動させ自衛防災組織に対し必要な指示をするとともに、消火活動を実施する 

   ものとする。 

    イ 海上保安部長は、タンカー等の海上火災が発生した場合で必要があると認めるときは、船舶所有者等に対し、消火、延 

   焼の防止等の措置を命ずるものとする。 

  ウ 海上保安部長は、必要に応じ周辺海域の船舶交通の制限又は禁止措置を行うものとする。 

  (3) 自衛防災組織は、残油の抜き取りが可能な時は、消防長又は海上保安部長の指示により、油の抜き取り作業を実施するも 

  のとする。 

４  特定事業所のとるべき措置 

  (1) 必要に応じ関連施設の運転停止 

  (2) 近接導配管等の管理者に対する通報 

  (3) 船長及び乗組員に対する応急対策の指示 

  (4) その他火災の規模等に応じた措置 
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５ 防災関係機関のとるべき措置 

  (1) 市 

    ア 防災関係機関への協力要請 

    イ 隣接市に対する応援要請 

    ウ 防災資機材の調達搬入 

    エ 周辺住民に対する広報活動 

    オ 危険区域内の住民に対する避難の勧告・指示及び誘導 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (2) 消 防 本 部 

    ア 危険区域の設定 

    イ 防御活動 

    ウ 海上保安部等との連絡調整 

    エ 人命救助及び救急搬送 

    オ 自衛防災組織及び共同防災組織に対する指示 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (3) 海上保安部（署） 

    ア 海上防御活動 

    イ 人命救助 

    ウ 海上での危険区域の設定 

    エ 危険区域内及びその付近船舶に対する船舶交通の制限又は禁止措置 

    オ 災害広報活動 

    カ 消防本部との連絡調整 

    キ 海上での自衛防災組織に対する指示 

    ク タンカー等の船長に対する必要な指示 

    ケ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (4) 県  警  察 

    ア 緊急車両等の通行の確保 

    イ 危険区域内への立入禁止等 

    ウ 被災者の救助 

    エ 避難の指示及び誘導 

    オ 災害現場周辺の警備並びに広報活動 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (5) その他防災関係機関 

      その他の防災関係機関は、この計画の定めるところにより、防災本部と連絡を密にして応急対策を実施するものとする。 

 

    第３節 有毒ガス漏えい応急対策計画 

  特別防災区域から区域外へ有毒ガスが漏えいした場合において、周辺地域住民の安全確保を図るため応急対策について定める

ものとする。 

１  実 施 機 関 

  (1) 防御活動は、自衛防災組織、消防本部及び海上保安部が一体となって実施するものとする。 

  (2) 危険区域の設定は、自衛防災組織、当該市、海上保安部（署）及び県が協力して実施するものとする。 

２  防御活動及び危険区域の設定の分担 

  (1) 防御活動は、原則として自衛防災組織が行うものとする。 

  (2) 発災事業所以外で同様な施設を有する特定事業所は、応援協定又は要請により防御活動を行うものとする。 

  (3) 消防本部は、空気呼吸器等必要な装備を装着した者が行うものとする。 

  (4) 海上からの防御活動は、海上保安部（署）の空気呼吸器等必要な装備を装着した者が行うものとする。 

  (5) 危険区域の設定は、他の特定事業者の自衛防災組織、市及び県がその機能に応じ周辺地域の濃度測定等必要な措置を実施 

  するものとする。 

  (6) 海上の危険区域の設定は、海上保安部（署）長が行うものとする。 

３  防御活動等の基本 

  (1) 通報を受けた当該市長は、ガスの性状及び風向等からみて、速やかに危険区域を設定するものとする。 

  (2) 当該市は、危険区域を設定した場合は、速やかに警察等防災関係機関に連絡し協力を求めるものとする。 

  (3) 設定した危険区域は、ガス検知器により状況を把握し、必要に応じ危険区域を変更するものとする。 
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  (4) 発災事業所の自衛防災組織は、速やかに閉止作業を実施するとともに、事業所内に応援隊の集結場所を明示するものとす 

  る。 

  (5) 水利部署は、風上・風横のものを使用するものとする。 

  (6) 危険区域への進入は、必ず空気呼吸器を装着させ噴霧筒先を重点的に配備し、援護注水を行うものとする。 

  (7) 危険区域内での噴霧筒先は固定し、隊員は、安全な場所へ退避させるものとする。 

  (8) 中和反応による発熱については、特に注意し周辺の危険物等の除去を行うものとする。 

  (9) 閉止作業は、援護噴霧注水のもとに、風上より実施するものとする。 

４  発災事業所のとるべき措置 

  (1) 防災関係機関への通報 

  (2) 閉止作業及び防御活動 

  (3) 周辺住民への広報活動 

  (4) 他の特定事業者への通報及び協力要請 

  (5) 応援隊の受入れ体制の整備 

  (6) 防御活動に対する助言 

  (7) その他災害の規模等に応じた措置 

５ 防災関係機関のとるべき措置 

  (1) 市 

    ア 危険区域の設定 

    イ 防災関係機関への協力要請 

    ウ 周辺住民に対する広報活動 

    エ 危険区域内の住民に対する避難の勧告・指示及び誘導 

  (2) 消 防 本 部 

    ア 防御活動 

    イ 被災者の救急活動 

  (3) 県  警  察 

    ア 緊急車両等の通行の確保 

    イ 避難の指示及び誘導 

    ウ 危険区域内への立入禁止等 

    エ 災害現場周辺の警備並びに広報活動 

    オ 被災者の救助 

    カ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (4) 海上保安部（署） 

    ア 海上からの防御活動 

    イ 海上での危険区域の設定 

    ウ 危険区域内及びその付近船舶に対する船舶交通の制限又は禁止措置、並びに、火気の使用制限若しくは禁止措置 

  (5) その他防災関係機関 

      その他の防災関係機関は、この計画の定めるところにより、防災本部と連絡を密にして応急対策を実施するものとする。 

 

    第４節 石油等流出防御応急対策計画 

  陸上施設及び接岸、接標中のタンカーから、石油等が流出した場合（以下「流出油」という。）の応急対策について定めるも

のとする。 

１  実 施 機 関 

    陸上施設及び接岸、接標中のタンカー等から流出油防除等の活動は、発災事業所の自衛防災組織、海上保安部（署）、港湾 

管理者、県、市がそれぞれ協力して行うものとする。 

    なお、海上流出油に対応するため、必要に応じ「和歌山県排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）の効果的な運 

営を図ることとする。 

２  防御活動の分担 

  (1) 陸上における防御活動の分担 

    ア 流出油の拡大防止及び回収作業等は、自衛防災組織が行うものとする。 

    イ 流出油が更に拡大するおそれがある場合又は拡大した場合は、他の特定事業所の応援を求めて防御活動を行うものとす 

   る。 

    ウ 火気使用禁止及び火災予防警戒は、消防長の指揮により自衛防災組織及び消防本部が行うものとする。 

    エ 消防長は、防御活動を指示するとともに、必要に応じ流出油等の状況を海上保安部（署）長に連絡するものとする。 

    オ 海上保安部（署）長は、消防長との連携を密にし必要に応じ海上警戒を行うものとする。 

- 179 -



  (2) 海上における防除活動の分担 

    ア 流出油等が海上に及んだ場合及び接岸・接標中のタンカー等からの流出油等の防除作業は、自衛防災組織及び船舶所有 

   者（タンカー等からの流出の場合に限る。）が行うものとする。 

        なお、海上保安部長は、必要に応じ、上記の者に対し指示を行うものとする。 

    イ 海上保安部長は、海上での危険区域の設定及び船舶交通の制限又は禁止措置、並びに火気の使用制限、若しくは禁止措 

   置を行うものとする。 

    ウ 流出油が陸上に及んだ場合の陸上での火気使用禁止及び火災予防警戒は、消防長の指揮により、自衛防災組織及び消防 

   本部が行うものとする。 

    エ 海上保安部長は、タンカー等の船舶所有者等が、油等の防除のために必要な措置を講じていないと認められるときは、

これを命ずるものとする。 

３  発災事業所のとるべき措置 

  (1) 防災関係機関への通報 

  (2) 流出源の閉止及び拡大防止措置 

  (3) タンカーの船長がとるべき措置の指示 

  (4) 火気使用禁止措置 

  (5) 事業所内での危険区域の設定 

  (6) 住民に対する広報 

  (7) 流出油の回収措置 

  (8) 他の特定事業者への通報及び協力要請 

  (9) 応援隊の受入れ体制の整備 

 (10) 防除資機材の緊急配備及び防除要員の派遣措置 

 (11) その他災害の規模に応じた措置 

４  防災関係機関のとるべき措置 

  (1) 消 防 本 部 

    ア 災害情報の収集及び伝達 

    イ 陸上での火気使用禁止措置 

    ウ 流出油拡大防止の指示及び危険区域の設定 

    エ 人命救助及び負傷者等の救急搬送 

    オ 海上保安部との連絡調整 

    カ その他災害の規模に応じた措置 

  (2) 市 

    ア 災害情報の収集及び伝達 

    イ 住民に対する広報 

    ウ 避難の勧告、指示及び誘導 

    エ 防災資機材の調達搬入 

    オ 他市町長に対する応援要請 

    カ 知事に対する自衛隊の派遣要請 

    キ その他災害の規模に応じた措置 

  (3) 海上保安部（署） 

    ア 災害情報の収集及び伝達 

    イ 海上での火気使用禁止措置 

    ウ 危険海域の設定 

    エ 流出油の拡大防止措置 

    オ 発災事業所、タンカー等の船長及び船舶所有者がとるべき防除措置等に対する指導、命令 

    カ 危険区域内及びその付近船舶に対する船舶交通の制限又は禁止措置、並びに、火気の使用制限、若しくは禁止措置 

    キ 消防長との連絡調整 

    ク 人命救助及び負傷者等の救急搬送 

    ケ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第４１条の２に基づく要請 

    コ 協議会に対する協力依頼 

    サ その他災害の規模に応じた措置 

  (4) 県  警  察 

    ア 災害情報の収集及び伝達 

    イ 危険区域への立入禁止等 

    ウ 緊急車両等の通行の確保 

    エ 避難の指示及び誘導 
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    オ 被災者の救助 

    カ 災害現場周辺の警備並びに広報活動 

    キ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (5) その他防災関係機関 

      その他防災関係機関は、この計画の定めるところにより、防災本部と連絡を密にして応急対策を実施するものとする。 

 

    第５節 自然災害応急対策計画 

  特別防災区域に係る風水害、地震、津波又はその他異常な自然現象により、二次災害が発生し、又はその恐れがある場合の応

急対策について定めるもとする。 

  なお、地震等の自然災害により広域かつ甚大な災害が発生した場合は、県災害対策本部と一体となった災害対策本部組織の運

用を図り、必要に応じ県地域防災計画等に定める災害応急対策計画を準用するものとする。 

１  自然災害に対するとるべき措置 

  (1) 特定事業者のとるべき措置 

    ア 事業所の火気使用設備の制限 

    イ 導配管の点検 

    ウ 自衛防災組織の出動準備体制 

    エ 次の事項について、直ちに点検し、その結果を消防機関に報告する。 

      (ｱ) 製造施設、貯蔵施設等の異常並びに防油堤及び流出油等防止堤の亀裂等の有無 

      (ｲ) 消火設備・保安設備の機能の適否 

      (ｳ) 用役設備の機能の適否 

      (ｴ) 防災資機材等の点検 

オ 周辺地域の状況把握 

カ 津波の災害が予想される場合は、津波の到達までの時間に、危険物施設等の浸水被害を最小限にするために必要な措置。 

   ただし、従業員等の避難を優先する。 

  (2) 防災関係機関のとるべき措置 

    ア 消 防 本 部 

        自然被害の状況により、速やかに応急対策が講じられるような体制の配備 

    イ 海上保安部（署） 

      (ｱ) 台風津波情報の収集伝達 

      (ｲ) 巡視船艇の警戒出動 

    ウ その他の防災関係機関 

        その他の防災関係機関は、情報の収集及び被害状況の把握に努め、準備態勢をとる必要な措置を講じるものとする。 

２  自然災害により二次災害が発生した場合のとるべき措置 

  自然災害により二次災害が発生した場合は、その災害の態様により本章災害応急対策計画中、次の各節について準用する。 

    第 １ 節    陸上施設等火災応急対策計画 

    第 ２ 節    接岸・接標中のタンカー等の火災応急対策計画 

    第 ３ 節    有毒ガス漏洩応急対策計画 

    第 ４ 節    石油等流出防御応急対策計画 

    第 ６ 節    救出応急対策計画 

    第 ７ 節    救急医療対策計画 

    第 ８ 節    避難誘導計画 

    第 ９ 節    住民等に対する広報計画 

    第１１節    交通規制応急対策計画 

    第１２節    自衛隊災害派遣計画 

 

    第６節 救出応急対策計画 

  災害現場における人命救出応急対策について定めるものとする。 

１  実 施 機 関 

    特定事業者、消防本部、警察本部、海上保安部（署）及び県がそれぞれ協力して行うものとする。 

２  救出活動の分担 

  (1) 災害発生直後の救出活動は、特定事業者が行うものとする。 

  (2) 災害現場の状況により、特殊機材等を必要とする場合の救出活動は、陸上においては消防本部及び警察本部、海上におい 

  ては海上保安部（署）が行うものとする。 

３  特定事業者のとるべき措置 

  (1) 救出活動 
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  (2) 救出機材及び救出活動に必要な要員の確保 

  (3) 救出路の啓開 

４  消防本部、警察本部、海上保安部（署）及び県のとるべき措置 

  (1) 救出活動及び負傷者の搬送 

  (2) 医療機関（医療班）との連絡調整 

  (3) その他災害の状況に応じた措置 

５  防災関係機関のとるべき措置 

(1) 市長は、当該市の救助力のみでは救出活動に支障が生ずると判断した場合は、県に対して、自衛隊、県外の消防機関及び

県防災ヘリコプター等の応援を求めるものとする。 

(2) 県は、被害状況及び救出活動の状況を把握し、被災市への救出活動の応援を必要と認めた場合、又は、市長から救出活動

の応援要請があった場合は、自衛隊及び消防庁に対して応援を要請するものとする。 

(3) 自衛隊は、災害に際しその事態に照らして特に緊急を要し、知事からの要請を待ついとまがないと認めて、知事からの要

請を待たないで、自衛隊の自主的判断に基づいて部隊等を派遣することができるものとする。 

 なお、その判断の基準とすべき事項については、次に掲げるとおりである。 

    ア 災害に際し、防災関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集を行う必要があると認めら 

   れること。 

    イ 災害に際し、知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる場合に、直ちに救援の措置をと 

   る必要があると認められること。 

    ウ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に関するものであると認められる 

   こと。 

    エ その他災害に際し、上記に準じ、特に緊急を要し、県知事等からの要請を待ついとまがないと認められること。 

 

    第７節 救急医療対策計画 

  救急医療の実施については、第６節救出対策計画と相まってこの節で定めるところにより実施するものとする。 

１  実 施 機 関 

  (1) 特定事業者は、速やかに救急医療搬送活動を行うものとする。 

  (2) 災害現場における救急医療活動は、市長の要請により、保健所・公立病院・日赤和歌山県支部・県医師会及び県看護協会 

  等の協力に基づき行うものとする。 

  (3) 救急搬送は、消防本部及び市長の要請により、日赤和歌山県支部、自衛隊及び県等が協力して行うものとする。 

２  緊急医療活動の分担 

  (1) 負傷者等の応急手当及び救急搬送は、県、市及び医療機関並びに特定事業者が相互協力して行うものとする。 

  (2) 負傷者等の収容施設の手配準備等については、市において行うものとする。 

  (3) 当該市地域内の医療機関で措置できない負傷者等がある場合において、陸上搬送が困難な場合又は速やかに専門医療機関 

  へ搬送する場合は、県及び自衛隊等のヘリコプターにより搬送するものとする。 

３  特定事業所のとるべき措置 

  (1) 救急医療活動 

  (2) 救急医療が必要な場合の市長に対する連絡 

  (3) 医療機関に対する協力 

４  防災関係機関のとるべき措置 

  (1) 消 防 本 部 

    ア 負傷者の搬送 

    イ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (2) 市 

    ア 市の所管の医療機関による医療班の編成 

    イ 現地救護所の設置 

    ウ 当該市の地域内の医療機関の出動要請 

    エ 負傷者等の収容施設の手配 

    オ 日赤和歌山県支部及び医師会に対する応援要請 

    カ 知事に対する自衛隊の派遣要請の通報 

    キ その他災害の規模に応じた必要な措置 

  (3) 医療機関（別表のとおり） 

    ア 市長の要請に基づく医療班の現地出動 

    イ 負傷者の応急手当及び搬送 

    ウ 負傷者等の収容施設への受入 

    エ その他災害の規模に応じた必要な措置 
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名    称 所   在   地 

救

急 
告

示 

病床数 診  療  科  目 電話番号 

月山チャイルドケアクリニック 和歌山市秋月 482-1 ○ 12 内・小・小外 
073 

476-2300 

瀬 藤 病 院 和歌山市岡山丁 71  20 内・消内・循内・リハ・放 
073 

424-3181 

須 佐 病 院 和歌山市吹屋町四丁目 30 ○ 93 
外・内・放・整・リハ・脳外・麻・ 

消内 
073 

427-1111 

中 谷 病 院 和歌山市鳴神 123-1 ○ 195 
外・整・内・リハ・循内・放・婦・ 

消内・呼内・脳外・泌・鏡内・脳内・

神内 

073 

471-3111 

角 谷 整 形 外 科 病 院 和歌山市吉田 337  70 
整・麻・内・リウ・リハ・放・形外・

循内 

073 

433-1161 

角 谷 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ 病 院 和歌山市納定字前筋 10-1  60 内・整・放・リハ・循内・脳外 
073 

475-1230 

福 外 科 病 院 和歌山市和歌浦東三丁目 5-31  54 
外・肛外・循内・放・麻・内・消外 

・消内・内分泌内・代内・リハ 

073 
445-3101 

宇 都 宮 病 院 和歌山市鳴神 505-4 ○ 80 
内・呼内・循内・肛外・麻・放・胃・

整・老年内・形外・ペ内・美容外・皮 

073 

471-1111 

藤 民 病 院 和歌山市塩屋三丁目 6-2  100 内・精・消内・リハ・整・外 
073 

445-9881 

今 村 病 院 和歌山市砂山南二丁目 4-21 ○ 52 内・外・放・リハ・脳外 
073 

425-3271 

伏虎リハビリテーション病院 和歌山市畑屋敷東ノ丁 1 番地 ○ 67 
内放・リハ・循内・整・脳外・皮・ 

リウ・泌・血内・内 

073 

433-4488 

児 玉 病 院 
和歌山市友田町四丁目 130 番

地 A-tower 
 44 

内・消内・循内・整・リハ・腎内・ 

内視鏡内・透内・リウ・膠リウ 

073 

436-6557 

稲 田 病 院 和歌山市和田 1175  72 内・消内・リハ・眼 
073 

472-1135 
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名    称 所   在   地 

救

急 

告

示 

病床数 診  療  科  目 電話番号 

中 江 病 院 和歌山市船所 30-1 ○ 192 

内・消内・循内・整・外・麻・リハ・

放・呼内・脳外・胃内・糖代内・鏡内

・脳内・泌 

073 
451-0222 

向 井 病 院 和歌山市北野 283  70 内・放・リハ・心内・精・脳外 
073 

461-1156 

向 陽 病 院 和歌山市津秦 40 ○ 150 

内・外・整・泌・循内・消内・リハ・

呼内・放・脳外・消外・乳外・麻・心

外 

073 
474-2000 

海 南 医 療 セ ン タ ー 海南市日方 1522-1 ○ 150 

内・外・整・小・泌・婦・眼・耳・皮

・麻・リハ・放・病診・臨検・脳外・

呼内 

073 

482-4521 

笠 松 病 院 海南市船尾 196  47 外・内・整・リハ・消内 
073 

482-3153 

医 療 法 人 晃 和 会 

谷 口 病 院 
海南市日方 327-11  43 

整・内・リハ・放・血内・腎内・ 

循内・糖代内・透内・消内・心外 

073 

482-2500 

石 本 病 院 海南市船尾 365 ○ 53 
外・整・内・泌・リハ・放・皮・呼内

・消内・循内・肛外・透内 

073 
482-5063 

辻 秀 輝 整 形 外 科 海南市名高 178-1 ○ 19 整・放・リハ 
073 

483-3131 

辻 整 形 外 科 海南市築地 1-50  0 整・形・リハ・放・脳外 
073 

483-1234 

医 療 法 人 恵 友 会 

恵 友 病 院 
海南市船尾 264-2 ○ 50 内・外・麻・呼内・リハ・泌・脳外 

073 
483-1033 

有 田 市 立 病 院 有田市宮崎町 6 ○ 157 
内・外・産婦・小・眼・耳・皮・泌 

・整・循内・脳外・救急 

0737 

82-2151 

済 生 会 有 田 病 院 有田郡湯浅町吉川 52-6 ○ 184 

内・外・放・眼・消外・整・耳・ 

リハ・循内・心外・皮・泌・脳外・ 

形外・乳外 

0737 
63-5561 
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  (5) 炊飯及び給水支援 

  (6) 通信支援 

  (7) その他必要な支援 

４  災害派遣要請の手続 

  (1) 災害派遣要請権者は、関係市長（以下「災害派遣請求者」という。）から自衛隊の災害派遣の要請があった場合において、 

  その必要があると認めるときは、速やかに自衛隊に対し、災害派遣を要請するものとする。 

  (2) 災害派遣要請は、自衛隊法施行令第１０６条に規定する所要事項を記載した文書をもって要請するものとする。 

      ただし、緊急を要するときは、電話等迅速な方法をもって行い、事後速やかに文書を提出するものとする。 

        要請先    陸上自衛隊第３７普通科連隊長 

                  ＴＥＬ  ０７２５－４１－００９０（第３科） 

５  災害派遣部隊の受入れ体制 

    災害派遣請求者は、派遣部隊の作業の実施に必要な資機材等の確保、現地における応急対策活動の実施の調査等の受入れ体制

を整えておくものとする。 

６  災害派遣部隊の撤収 

    災害派遣要請権者は、自衛隊による応急対策が終了したとき、又は災害派遣の必要がなくなったと認めるときは、派遣部隊の

長と協議のうえ、撤収を要請するものとする。 

７  災害派遣に要する経費の負担 

    部隊が派遣された場合、次に掲げる経費は自衛隊において負担するものとし、これらの経費以外の経費は、それぞれ災害派遣

請求者において負担する。 

(1) 隊員の給与 

(2) 隊員の食糧費 

(3) その他部隊に直接必要な経費 

 

    第１３節 近畿地方整備局による災害対応応援 

 災害が発生又はその恐れのある場合、近畿地方整備局は「災害時の応援に関する申し合わせ」（平成 17 年 6 月 14 日近畿整備局

企画部長・和歌山県県土整備部長により締結）に基づき、被害拡大を防ぐための緊急対応実施等（リエゾン（情報連絡員）、TEC-FORCE

（緊急災害対策派遣隊）の派遣及び災害対策用資機材）の応援を行う。 

１ 応援の内容 

  ・被害情報の収集 

  ・災害応急復旧 

  ・二次災害の防止 

  ・その他必要と認められる事項 

２ 応援の要請 

  和歌山県は近畿地方整備局防災室へ口頭または電話等により応援要請を行う。 

   【連絡先】近畿地方整備局防災室（TEL：06-6942-1575、FAX：06-6944-4741） 

３ 応援の実施 

  近畿地方整備局は和歌山県の応援要請に対して、災害対策用資機材及び人員配置の状況を勘案し、可能な応援を行うものとす

る。 

 

    第１４節 防災資機材等の調達及び輸送計画 

  応急対策の実施に際し、防災資機材等に不足を生じ、又は生じるおそれがある場合における防災資機材等の調達及びその輸送等

については、次により行うものとする。 

１  調 達 先 等 

  (1) 防災関係機関等相互の防災資機材の調達 

      防災関係機関及び事業所は、相互に防災資機材の調達を行う。 

  (2) 他都道府県の防災資機材の調達 

      他の都道府県知事に対する防災資機材等の調達要請は、知事が行う。 

 

２  調 達 手 続 

    防災資機材を調達する場合は、次の事項を明らかにして、口頭又は電話等で行うものとし、事後において文書を提出するもの

とする。 

  (1) 災害の状況及び調達理由 

  (2) 必要とする防災資機材の数量 
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  (3) 輸送方法 

  (4) その他必要な事項 

３  輸 送 方 法 

    調達防災資機材の緊急輸送は、原則として災害発生事業所又は防災資機材に不足をきたした機関が輸送するものとし、これが

不可能若しくは著しく困難な場合は、調達先に依頼するほか、次の方法により輸送する。ただし、発災事業所が広域防災組織を

構成する特定事業所であり、浮き屋根式危険物屋外貯蔵タンクの全面火災が発生若しくは拡大が懸念され、大容量泡放射システ

ムの搬送が必要な場合には、当該輸送計画に基づく方法を行う。 

  (1) 陸 上 輸 送 

      運送業者の車両、防災関係機関の車両及び災害派遣要請に基づき出動した自衛隊の車両 

  (2) 航 空 輸 送 

      市長の要請による県及び海上保安庁並びに災害派遣要請に基づき出動した自衛隊のヘリコプター 

  (3) 海 上 輸 送 

      海上輸送業者の船舶及び市長の要請による海上保安庁並びに災害派遣要請に基づき出動した自衛隊の船艇 

４  輸 送 の 確 保 

  (1) 陸上輸送の確保 

      防災本部長の要請があった場合、近畿運輸局和歌山運輸支局長は、災害の救助、その他公共の福祉を維持するため必要で 

 あり、かつ、当該運送を行う者がいない場合又は著しく不足する場合は、自動車運送事業者に対し輸送の協力要請等必要な措  

置を講じる。 

  (2) 海上輸送の確保 

      防災本部長の要請があった場合、近畿運輸局和歌山運輸支局長は、災害の救助、その他公共の安全維持のため必要であ  

  り、かつ、自発的に海上輸送、又は港湾輸送の業務を行う者がいない場合若しくは著しく不足する場合は、船舶運航事業者 

  又は港湾運送事業者に対し輸送の協力要請等必要な措置を講じる。 
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        第８章  南海トラフ地震に関する防災計画 

 

    第１節 目   的 

 この計画は、和歌山県石油コンビナート等特別防災区域について、地震防災上整備すべき施設に関する事項、地震防災応急対

策、南海トラフ地震に伴い発生する津波からの円滑な避難の確保に関する事項、防災教育及び訓練に関する事項を定め、地震防

災体制の推進を図ることによって、被害を最小限に軽減することを目的とする。 

 

    第２節 地震防災上整備すべき施設等に関する事項 

１ 危険物等施設における対策 

 特別防災区域内においては、大量の危険物を貯蔵、取り扱っており、大規模地震発生時は大規模な災害になる可能性が大きく、

かつ周辺地域にも影響を及ぼす可能性があるので、第５章第１節「石油及び高圧ガス等災害予防計画」により、保安体制の強化、

施設の安全管理等の対策を講ずるとともに、災害を想定した消防戦術の確立、消防活動マニュアルの整備及び危険物、高圧ガス

等施設における耐震性の強化に努めるものとする。 

２ 警防面における事前対策 

 大規模地震発生時には、同時に複数の災害が発生する可能性があり、災害の拡大を防止するため、警防面の事前対策として第

５章第５節「防災施設及び防災資機材の整備計画」に基づき、防災施設の維持管理の強化及び防災資機材の整備・増強を図るも

のとする。 

 

    第３節 地震防災応急対策 

１ 防災体制の確立 

(1) 防災本部 

 防災本部は、南海トラフ地震又は当該地震と判定されうる規模の地震（以下「地震」という）が発生したと判断したときは、

特別防災区域に係る災害の未然防止及び拡大防止を図るため、その規模、形態によって発災市に現地防災本部を設置し、総合

的応急対策を講ずるものとし、その組織は本計画第２章第１節第１「防災本部の組織」によるものとする。 

(2) 現地防災本部 

 現地防災本部は、防災本部の指示を受け、当該特別防災区域において、被害情報の収集・伝達及び緊急かつ総合的な防御活動

を実施することとし、その設置場所及び組織は、本計画第２章第２節第２「現地本部の設置場所」及び同節第３「組織」による

ものとする。 

(3) 防災関係機関及び特定事業所 

 地震が発生した場合、防災関係機関及び特定事業所は、本計画第２章第４節「防災関係機関の組織動員計画」に基づき、関係

機関との連携を図りながら、地震防災応急対策を迅速かつ的確に行う。 

２ 情報の収集・伝達 

 地震発生時、防災本部は、早期に被害の概要を把握するために、その情報収集に努めるものとする。 

 特定事業所及び所轄消防機関は、災害情報の収集及びその応急措置を努めることとし、その内容を逐次防災本部に報告するも

のとする。なお、現地防災本部が設置された場合は、当該情報は現地防災本部へ報告するものとし、報告を受けた現地防災本

部は、速やかに防災本部に報告するものとする。 

 情報の収集・伝達における役割並びに地震・津波や被害状況等の情報の収集・伝達については、本計画第４章第２節「災害情

報の収集及び伝達計画」によるものとする。 

３ その他の応急対策 

  防災関係機関及び特定事業所は、地震発生時において、地震災害の防止及び拡大の防止、地域住民の生命及び身体の保護のた

 め、本計画第６章各節に定める災害応急対策を実施するものとする。 

 

    第４節 津波からの円滑な避難の確保に関する事項 

１ 津波に関する情報の伝達等について 

 気象庁が発表する津波警報等については、防災関係機関、特定事業所相互間及び内部において、確実に情報が伝達される体制

を確立するものとし、その情報の種類と内容及び伝達方法については、本計画第４章第２節「災害情報の収集及び伝達計画」に

よるものとする。 

２ 避難誘導計画 

(1) 特定事業者は、あらかじめ津波からの避難場所を定め、その位置及び避難経路を示す図面等を作成し、全従業員・顧客等に 

周知するものとする。 

(2) 津波警報や津波に係る避難勧告が発令されるなど、避難が必要なときは、従業員・顧客等に速やかに避難する旨、あらかじ 

 め定めた避難場所の位置及び避難経路を知らせるものとする。 

(3) 従業員はあらかじめ定められた安全措置を行い、特定事業者に報告した後、津波からの避難場所に避難する。なお、安全措置

 を行う際は、津波到達時間や従業員が避難に要する時間を考慮するものとする。 
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